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スウェーデンに見るインフレと不況下の福祉政策 研究シリーズ (2) 

インフレーション下におけるスウェーデンの福祉財政

The Swedish Welfare Finance under Inf!ation 

一保健医療と社会福祉に重点を置いた合理化と家計移転の増額一

まえかき

スウェーデンの福祉はすでに、救貧とシビノレミ

ニマムの段階を経過して、 1960年頃から所得の平

等化、すなわち所得の再分配が活発に行われる時

代を進んでいる。

このような展開の原動力となったのは、経済発

展であった。現にこの国の国民総生産は、国民 1

人当りではアメリカを凌駕して、世界第 1の地位

を占めている。

ところが小粒ではあるが組織のよく整って豊か

なこの福祉国家も、 1973年以来世界的大不況の波

濡に もまれながら苦難な航路を進むことになっ

た。その目標とするとこ ろは飽くまで所得の平等

化であるこ とには、変りがない。

1975年と1976年に長期経済調査報告書が公表さ

れた。一つは大蔵省の、 TheSwedish Economy 

一つは工業調査機関の IUIs Langtids bedom-

ningである。この二つの報告書を 基礎にして、

公共部門における保健医療および社会保護(社会

福祉〉と家計部門における所得構成が、如何にイ

ンフレーションの影響を受けたかを分析しかっ綜

合するのが、この研究報告の目的である。

顧問小野寺 信
Makoto Onodera 

インフレーション下の保健医療と社会福祉

一一公共投資を大幅にカットし、保健医療

と社会福祉を推進した重点主義一一

スウェーデンの公共部門の消費総額は、 1975年

時価では10億クローナ、そのうち35%は中央政府

の分65%は自治体の分である。公共消費は1960年

から65年までに年平均5.4%、65年から70年まで

に同じく 5.7%と急伸した。その後伸率が鈍り

1970年代の前半には 3.3%に落込んだ。

でもこれを項目別に区分して見ると、 1965年か

ら75年まで保健医療と社会福祉の両分野だけは発

展をそのまま続けている。あとの説明に関係があ

るからこの際付加えて置くが、この両分野は地方
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自治体の主管事項であり、またたまたま1960年代

は学校制度の大規模な改革時期で、もあったので、

自治体首長の肩にのしかかる圧力は特に重かっ

fこ。

公共投資の方は1960年代には、各分野とも一斉

に伸びた。だが後半に入ると各分野の伸びに格差

が現われ始めた。しかしそれでも保健医療と社会

福祉の二分野だけは優先扱いを受け、そのおかげ

てその他のものは犠牲になった。ところが1970年

代に入ると警察・司法を除いて悉くマイナス成長

と転落した。

こう いう関係で公共投資の総公共支出の中にお

いて占める割合は、 1960年の 14.2%が 1968年の

18.8%と伸びたのが、 1969年から下向傾向が現わ

れ70年には18.4%になった。

この二つの事実を綜合すると、スウェーデンの

公共部門の財政は、インフレーションに対応する

ために、保健医療と社会福祉以外の分野の消費を

極力抑え、投資を全面的にカットしたということ

ができる(第 1表参照〉

第 1表公共消費および投資の推移 (1960-75) 

項
l 公共消費 | 公共投資

日間 |坦lEiEω751堕l担lE65 I 65 I 70 I ~v. v I 60 I 65 I 70 

防 衛 5， 350 -0.3 1.1 0.2 160 12.1 5.6 -5.2 

警察・ 司法 2， 020 3.5 2.8 1.5 150 12.0 3.8 4.1 

教 育 9，660 7.3 2.4 1.6 1， 150 10.2 4.6H.9 

保 医 8， 340 8.6 4.0 1.7 1， 150 10.8 14.6 -6.1 

社 保 5，170 14.0 6目 44.6 390 13.8 13.0 -5.8 

道 路 1， 440 2.7 4.4 1.3 1， 330 7.7 2.0 -6.3 

その他のサ 6，610 3.9 3.5 1.6 1， 400 10.2 14.2 ー2.4ーピス

総 計38，590 5.7 3.3 1.8 5， 770 9.8 8.0 4.9 

内中央政府 14， 000 1.6 2.2 1.0 1， 740 7.3 0.6 0.4 

/1 自治体 24， 590 8.9 4.0 2.3 4.030 11. 9 11. 0 -6.7 

註 1968年の物価による。

出所は SwedishEconomy 1975-80 

インフレーション下における家計要素所得構

成の変化

一一公共部門から家計部門への移転の急速

な土普カ日一一一

スウェーデンの国民総生産の中で、家計要素所

得の占める割合は、 1960年の77.9%が69年の77.7

%、 70年の76.2%と漸減し75年には好転して約3

%増加して79.0%になった。また要素所得の構成
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の中で、所得税(使用者の社会保障掛金を含む〉

の割合は1960年の25.7%が1969年の42.7%、1974

年の43.1%と増加し、この間公共機関より家計へ

の移転は1960年の11.9%が1969年の18.0%、1974

年の23.2%と増加した。可処分所得の方は1960年

の92.1%、1969年の87.4%、1974年の79.2%に減

少 している。 (Finansiellatillvaxtsaspexter 1960 

~1975 P10および12、IUIsLangtids bedりmn-

ing 1976 P148による)

1975年の長期調査報告書によ って、 1970年と75

年の聞の家計可処分所得と消費と財政貯蓄を比較

すると、後者は前者よりもそれぞれ62.2%および

65.1%および181.3%の増加となる。これは時価に

よって計算したものである。スウェーデンでは、

1970年より 75年までの時価によって計算した年聞

の個人消費の伸びは10.3%、5年間累計すると約

60%になる。 すなわち、個人消費 (92.080百万ク

ローナ)x (1. 63) = (150.09のであるから計算上こ

れで概ね1975年の生活水準を保ち得る筈である。

ところが1975年、個人消費は 150.206百万クロー

ナ、すなわち約 100百万クローナの余裕があり、

その上財政貯蓄の大幅増となっている。移転は19

60年乃至69年に年平均 0.6%のびたにすぎないが

1969年乃至74年は年平均1.0%以上伸率を増加し

ている。これに対し税の伸びは年平均1.8%から

0.6 %と鈍っている。以上を綜合すると、税も伸

びた、だが移転はそれよりも一層よく伸び、たこと

になり、これで可処分所得はインフレ下において

も消費の高レベルを維持し、その上財政貯蓄を増

大したということができる。

これによって、インフレ下において移転は、如

何に大きな役割を果したかを知ることができる。

(第2表および第3表参照〉

インフレーション下における福祉財政の後

遺症

一一財政赤字の増加と自治体財政の弱体化一一

前項で述べたとおり、インフレーション下にお

いて国民の生活水準を維持するために、家計への

移転と企業に対する助成金の交付額が膨脹し、こ

れによって中央政府の財政貯蓄は大幅赤字に転落

し、自治体の財政と社会保健の経済に異状を呈す

るようになった。この二つがインフレの残した大

きな後遺症である。



第2表 所得三カテゴリイの所得構成比較表

給料生活者

1974 1980 (予想)
Modell O-alt I-alt 

要得素を所含得む〕(正味資本所 165，496 317，306 318， 648 
11. 5 11.5 

使保用者賦課および社会 27，615 73， 766 74，028 
険料 17.8 17.91 

課税移転
13， 588 27， 151 27， 503 

12.2 12.5 

非 課 税 移 転
15， 7371 35， 764 36， 576 

15. 1 

所 得 税
47， 1361 106，853 84，851 

14.6 10.3 

その他税および賦謀
1，803 5，252 5， 371 

19. 5 20.0 

税 差 額

水準調整 835 

可処分所得
121. 7471 200，7291 224， 208 

8.71 10.7 

第 3表の1980年の各部門の所得構成は、現在の

福祉レベルを維持しながら、財政貯蓄の赤字を解

消し、併せて自活体および社会保険機関の財政を

正常化するために、長期調査会のまとめ上げたー

構想、である。

この構想、をまとめ上げるために、幾つかのモデ

ノレ計算が行われている。ここでは繁を避けるため

に、モデノレに関する説明を割愛し、先ず自治体か

ら取上げて、如何なる問題点があるかについて説

明する。

自治体の総支出のうち金額的に最も多いのは消

費支出である。自治体の消費支出は1965乃至70年

の聞に毎年平均17-9%、1970乃至74年の聞に同じ

く14.1%と、高い伸率を記録している。投資は

1960年代の前半年平均14.7%とよく伸び?とが、そ

の後はマイナス成長に転落した。自治体の 3番目

の支出は家計への移転で、 60年代の前半の伸率が

平均16.7%であったが70年乃至74年の期は20.5%

と極めて高い率を記録した。また自治体の助成金

支出は60年代に19.4%と高い伸率を示してはいる

が、金額も少くしかもその後 2.3%に落ちている

から大勢には大した影響はない。

自治体収入の最大財源は自治体所得税である

が、極めて重要なポストを占めているのは国の地

方交付税である。地方交付税に国の自治体に交付

~ .する投資助成金を加えると、地方収入の約31.4%

に達する。

:iE: 業 家 年 金 者

1974 1980 (予想I-a)l 1974 1980 (予想I-a〕l 
Modell O-alt 1 I-alt Modell O-alt 1 I-alt 

7，626 12， 220 14， 407 7， 539 9.937 11，645 
8.2 11. 2 4. 7 7.5 

955 2，846 2，856 
20.0 20.0 

427 721 850 11，610 26， 186 26， 781 
9.1 12.2 14.5 14.9 

412 505 516 
3.5 3.8 

2，454 3， 299 3，931 3，230 7， 660 8，369 
5. 1 8.2 15.5 17.2 

5，056 7， 301 8， 986 15，919 28，463 30， 057 
6.3 10. 1 10.2 12.2 

最近自治体の国内信用市場の利用が困難になっ

たのはスウェーデンの対外収支の悪化によって外

国よりの借入れが困難になり、公私の資金需要が

国内信用市場に殺到し、自治体の借入を殆んど不

可能にしたからである。こうして自治体は国の地

方交付税に依存せざるを得なくなった。 自治体自

体の財政貯蓄が大幅赤字に転落せずにすんだのも、

この交付税のおかげ、であった。

自治体が地方交付税依存から脱却するには、地

方税の増収を必要とする。長期調査はモデノレ計算

によって、地方税の自然増収に伴って、その実現

は可能であると見ている。その基礎となるのは予

想される家計所得の伸びである。

国の総支出のうち消費は合理化と重点化が行わ

れたにもかかわらず、金額面から見ると相変らず

首位を占め、しかも1970乃至74年の期間におい

て、年平均10.8%づっ増加している。次に金額的

に多いのは地方交付税、これに投資助成金を合算

すると、 1974年の総支出の24.8%を占めている。

また対外支払以外の移転は助成金を含め年聞の伸

率は1965乃至70年の 9%から1970乃至74年の25.8

%と急伸した。そのうち家計への移転はすでに

1965乃至70年の期間中15.8%、その後も14.4%と

高い伸率を記録している。

国の総収入は1965年乃至70年には年間伸率平均

9.2%、1970乃至74年同じく 10.8%と増加してい

る。ここで注目を要するのは直接税が伸びなざみ
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司駐 可.__
1970年分 1975年分 1980年予想

(践)(自治体) (長) (家計) (住宅) (企業) (計) (胡 (自治体) (長) (家計) (住宅) (企業) (計) (踏)(自治体) (鉛 (家計) (住宅) (企業) (計)

1)要素所得(収入) _lli よ旦1 113 341 12 555 20 529 」旦盆2 688 4051 197 550 15 773 旦730 249 792 1 002 5 760 よ笠旦B 22 845 52 043 377 620 
資本消耗 330 1 549 3 866 10 368 16 113 628 2794 6773 17 805 28 000 927 4 210 27 870 9 815 26 598 41 550 
経営利益 45 1 038 12 345 8 689 10 161 32 278 60 1257 15 250 9 000 13 925 39 492 75 1 550 13 030 25 445 67 970 
賃金および使用者拠出 102 996 103 032 182 300 182 300 268 100 268 100 

2)外国よ 9の(への)賃金 ー36 。 。
3)所得配分(支出) 旦_ill 26 971 7 149 一19285 -8695 5 575 18 928 立_lli 49 493 11 252 ニ笠並1 9 000 -8 128 30 466 35 319 盤 852 並並日 ニ立並1 13 030 13 560 笠旦E
間接税 20 067 1 093 21 160 37 305 1 768 39 073 57 350 2 700 60 050 
補助金 -1 092 -681 -1 776 4 647 -860 -5 507 ー7270 -1 330 -8 600 
直接税 17 521 17 457 -32 363 2 613 29 344 32 461 -57 480 -4 325 48 520 61 121 一101741 -7 9ω 
移転(正味) -18 176 9 649 4 934 2 225 976 -392 -42 986 17 001 5 886 13 345 4 449 2 305 63 001 28 361 6 180 17 690 5 897 -4 873 
資本および企業利益 37 544 2 215 10 855 守 8659 -3 938 464 140 -877 5 366 11 824 9 000 司 8252 795 280 1 000 9 920 12 870 13 030 ー11557 3 077 

4)可処分所得 18 732 29 558 7 140 並盟五 3 866 14 954 170 313 19 844 53 544 且_m」並盆2 6773 盆盟2 280 258 並皇l 95 612 並並日 224 789 9 815 38 483 421 120 
5)最終需要 15 550 旦坐日 ~ 笠盟E 並笠1 21 954 171 682 幻 296 並笠1 131 150 206 13 455 41 828 三盆盟2 42 030 95 612 210 204 527 立笠E 58 945 420 702 
消費 13 692 22 825 75 92 082 128 972 24 484 46 479 131 150 206 211 300 38 169 81 304 210 204 527 324 210 
投資 1 858 8 824 10 374 17 218 38 274 2 812 9 598 13 455 33 728 59 593 3 861 14 208 19 478 49 141 86 688 
在庫 4 736 4 736 9 805 9 805 

6)土地および建造物取得 50 135 185 _lQQ _lQQ 200 100 100 200 
7)財政剰余(貯蓄) 3 132 -2 226 7 074 3 976 6 508 6 815 1 367 三豆2 三皇2 11 121 15 037 6 682 18 026 -8 735 -5 809 。旦盟立 盆盟2 -9 663 -20 262 418 

第4表 中央政府) (家計に関係ある収入)
自治体}機関の{ および }の推移一覧表(時価による)

社会保険 J l家 計 へ の 移 転 )

1974 65/70 70/75 75一一一80 1980・・・・・・

(O-a) (I-a) (O-a) (I-a) 

百万クローナ 百万クローナ 百万クローナ

自 t台 体 車念 Jly. 入 53 335 13，6 16，4 14，6 12，6 121 071 108 549 
直 接i 税 28 745 14，2 13，3 15，5 13，6 68 128 61 693 
間 接 手先 1 399 18，9 6，4 8，8 10，0 2 319 2 475 
名目拠出 1 052 27，3 412 15，3 13，1 2 475 2 201 
年金拠出 2 881 17，8 10，9 15，6 13，4 6 888 6 116 

中央政府 総 収 入 60 879 9，2 10，8 12，9 11，9 126 106 119 381 
直 接 税 22 061 9，3 88，0 17，1 12，2 56 762 43 941 
間 接 手見 32 150 9，6 12~互 8，8 10，8 53 270 59 404 
その f也の手'lI. 1 803 16，3 21，8 19，5 19，9 5 252 5 371 
年金拠出 1 002 2，6 ~~互 13，2 12，3 2 108 2 009 

社会保険総:収入 41 144 15，4 17，3 10，8 11，2 76 098 77 809 
掛金収入 21 261 15，8 13，0 16，1 16，4 51 956 52 799 

自 r台 体 総 l灰 出 52 520 16，9 11，8 14，9 12，9 121 071 108 549 
家計への移転 4 974 16，7 Z旦」 14，3 14，7 11 089 11 341 

中央政府 総 支 出 66 986 10，3 1豆」 10，5 9，9 121 853 117 838 司

家計への移転 6 860 7，9 主生」 15，4 15，0 16 228 16 597 
社 会保険総支出 30 658 14，6 2色豆 13，7 14，0 66 089 67 320 

家計への移転 29 178 21，0 22，2 13，7 14，1 63 010 64 285 

出所:1976 IUIのPP155、158、159の表8・13、8:15、8:16より抜牽綜合作製したもの



間接税が順調に伸びていることである。その他の

税も大きく伸びてはいるが金額的に見て、大勢に

大きな影響を及ぼすことはあり得ないから詳細の

説明を省略する。

国の財政貯蓄は1970年の31億クローナから1975

年のマイナス75億クローナに激減した。 この幅

106億クローナの減少は、スウェーデンの福祉財政

に残したインフレーションの爪あとである。これ

を正常にもどすためには、税の増収を必要とする。

長期調査報告は自治体の場合と同じ理由で、計算

上これを可能であると見ている。

社会保険より家計への移転は、 1965乃至70年の

期間年間平均21%、70乃至74年閉じく 22.2%と急

激に伸びた。これはインフレーションの影響によ

るものである。これに対して収入も、 1965乃至70

年年平均15.4%、1970乃至74年17.3%と伸びてい

る。しかしその内容に問題が少くない。収入のう

ち保険料金の伸率は1965乃至70年の15.8%がその

'後の13.0%と減っている。この間国および地方よ

りの交付金は11.1%から24.5%と急激に伸び、社

会保険の総収入の36.6%を占め大きな一つの国の

負担増の一因になった。第三の収入源はAP基金

の受取利息で、 1965乃至70年の年平均伸率は29.8

%、 1970乃至47年同じく 18.5%、将来も15.0%の

伸率を維持する見とおしである。しかし社会保険

を独立採算制をとって自立させるには、料金の増

収による以外に途がない。

要する家計への移転の高水準を維持しながら三

部門すなわち国と自治体と社会保険の独立性を高

めるには、その共通の財源である所得の水準を高

め、かっこれを適正に配分する政治的考慮が、最

高度に必要になる。(第4表参照〉

むすび

最近日本の社会福祉も改善されて、社会福祉費

は1976年すでに国民総生産の 5-7%になり、

1974年のスウェーデンのこれに該当する数字8.3

%に近く迫っている。ところが日本の家計への移

転は国民総生産の僅かに 7.5%、スウェーデンの

1974年の25.4%には遠く及ばない。

日本の福祉は未だにシピノレミニマムの段階を昇

っている最中であるのに対して、スウェーデンは

これを卒業して所得平等の段階をせっせっと昇っ

ている。ここにこのような大きな格差を生ずるの

だ。

所得平等化の福主IEは、所得最再分配の活発に行

われる世界である。この世界では移転も伸びるが

税収も伸びる。

スウェーデンにおいては、家計要素所得に対す

る税フ。ラス社会保障料金の割合は、 1960年の25.7 

%から1969年の42.7%、1974年の44.5%と増加し

た。これに対して移転も同じ時期に11.9%から18

%、 23.1%と伸びて来ている。そして移転の税

(社会保険費を含み〉に対する割合は46.3%が42.1 

%になり 1974年には51.6%と急にはね上った。こ

れはインフレーションに対応するためであったが、

同時に財政赤字の増加を意味するものであった。

スウェーデンの福祉財政は概ね限度ぎりぎりの

線に来ていると見て差支ないであろう。現在の国

際経済下で、国民一人当り最高の国民総生産を以

てして、家計の要素所得はGNPの77-78%、税

はその45%、さらにその45%が移転として家計に

還元する。これが高度福祉の一つのパターンでは

あるまいか。

この比率を崩すと財源を何等の形で、 GNPを

超える支出になり、綜合財政赤字となって現われ

ざるを得なくなる。これはスウェーデンの福祉財

政のわれわれに与えた教訓であり、また一つの目

標を示すものでもある。(終)

参 考 書
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スウェーデンのトピック|

くIDB加盟問題〉

スウェーデン政府は現在 1D B (lnter-Ameri-

can Development Bank)加盟を考慮中である

が、果してスウェーデンがこの開発銀行に参加す

べきか否かは、論争の的となっている。問題は、

チリ、ブラジノレ、ワルグァイといったいわゆる軍

部独裁政権とみなされる国々のプロジェクトに当

銀行が融資している点である。加盟に反対してい

るのは、中央党青年部、社民党青年部、労働組合、

開発援助機関SIDA等だが政府のメンバーの中

でもフェノレディン首相、セーデノレ外相、 ウルステ

ン開発援助相が以前には反対の旨を述べている。

しかしリンデノレ通産相は加盟の動機として「ス

ワェーデンほど輸出に頼っている国は世界でも少

ない。スワェーデンは外国へ製品を売るどんな機

会でも逃してはならないのだ。だが IDB融資の

プロジェクトに参加できるのは IDBメンパーの

みであり、 IDBに属していなければ、成長しつ

つあるラテンア メリカ市場から閉め出されること

になるがスウェーデンにはこれを甘受する余裕は

ない。」と語っている。又、 リンデノレ通産相によれ

ば、フェノレデ、イン首相も今では意見を変えてお

り、この件に関して政府の意見は完全に一致して

いるという。議会での採決は 6月 1日に行なわれ

るが、反対票を投じる者も何人かいると予想され、

政府の最初の敗北となるかもしれない。

く高校生の進学率は?>

中央統計局は、 1970年春に高校を卒業した男女

5，500人の進学状況を調査した。進学率は高校で

3年間の一般コースと 2年聞の職業コースを取っ

た者では大きな違いがあるが、人文、社会、自然

科学コースを取った生徒の90%は大学、その他の

学校へ進んでいる。男子が社会科学系、理工系に

進んだ者が多いのに対し、女子のほとんどは人文

科学系、社会科学系、教師養成コース、看護婦学

校などに進んでいる。

卒業から 5年後の1975年4月の時点では、男子

のす、女子の占ーが学校を止めているか、又は学校

を変えているが、その理由としては兵役(男子22

%)、学校が期待通りではなかった(男子19%、

6 

女子21%)などが一般的である。

又、高校卒業後、進学しなかった者は、はっき

りした計画を持っていなかった(男子15%、女子

28%)、仕事につ く際にもうこれ以上教育が必要

ではなかった(男子17%)、卒業した時に仕事を

提供された(男子14%)などを理由としてあげて

いる。

く女性の低賃金は両刃の剣?>

カロリンスカ研究所のストレス研究実験室は最

近、女性も男性に負けずにストレスに耐えるカと

決断力があるという研究結果を報告した。この研

究の依頼者は、国防軍でこれによって女性にも士

官のキャリアへの道を聞き、ゆくゆくは女性の将

軍を生み出そうというのがそのねらいだが、今回

の報告は労働市場一般にもあてはまるのではない

だろうか。カロリンスカ研究所のレナート・レヴ

ィ教授は「自明の理ともいえることを証明するの

に、科学の力を借りる必要があったのはあまり愉

快なことではない。腕力以外では、女性の能力は

男性と同じであり、生物学的には女性が、社会的

にキャリアを作る妨げは何もないにしても、何世

紀にもわたって作り上げられた社会的障害があ

る。」と語っている。

確かに労働市場における女性の進出はめざまし

く、スウェーデンの過去10年間の労働力の拡大に

応えてきたのは女性であったといえる。数学でみ

るなら1960年代後半から女性就業者が30万人増え

たのに対し、男性就業者は 3万人減少し、 400万人

の就業人口のうち 160万人は女性である。これま

で男性専用と思われた分野でも女性の活躍が目立

ち(技術畑では特に建築、化学、経済畑では銀行、

サピース業〉工科大学 (Tekniskahogskolan)、

商科大学 (Handelshogskolan)の女生徒も年々

増加の傾向にあり、現在は前者が10%、後者30%

である。しかしながら、女性就業者の 80%は事

務、看護など11の“典型的な女性の仕事"につい

ており、 2，800の民間企業の重役のうち女性は僅

かであり、 SAFや産業連盟の理事会の役員には

女性は全く存在しない。公務員の状況も同じで、

50万人のうち約40%が女性である が、 トッフ。の職

についている女性はわずか 1%である。



長年、女性の社会的キャリアに興味を持ち、こ

の冬、男女の賃金差に関する論文を発表したスイ

ブ・グスタフソン博士(女性〉によれば、男女の

賃金差は民間企業で26%、公共部門で11%である

という。

男女が同じ能力を持ち、しかも女性の方が賃金

が安くて済むならば、企業は女性の方を雇いたが

るだろう。これによって女性はもっと早く平等化

に到達できるだろう、したがって“女性の低賃

金"は女性の地位向上運動にとって両刃の剣であ

ると、これを報じた V巴ckansaffarer誌 (5/12号〕

は結論づけているのだが・一・・・。

くスウェーデンの多国籍企業〉

Financial Timesの特派員W・ダノレフォースは

Sweden Now (1977年、 No.2)誌にスウェーデ

ンの多国籍企業に関するリポートを載せている。

スウェーデンはその人口に比して、世界のどの

国よりも数多くの多国籍企業を持っている。個々

の企業は勿論アメリカ、イギリス、オランダなど

の巨大な多国籍企業に較べればずっと小さいが、

その全体が国民経済に持つ重要性はスイスやオラ

ンダば匹敵する。例えば、アメリカでは多国籍企

業が海外での事業活動を停止しでも、アメリカ経

済は破綻しない、これに対しスウェーデンの多国

籍企業は同国がアメリカに負けないほどの生活水

準を築き上げた基石である。この基石のいかなる

ひびもスウェーデン社会全体に影響を及ぼす。

スウェーデンの多国籍企業の特徴としては、海

外従業員数の音が10企業に集中していること(表

参照) SKF、Stab、LMEricssonなど発明や

技術革新に始まるエンジニアニングの会社が多い

こと。又、海外に拡張していく理由としては、ス

ウェーデン圏内市場が狭すぎるので、輸出を拡大

する為である。 Electrolux社の社長ノ、ンス・グェ

ノレテン氏は「他国の多国籍企業はもうけの多い機

会をめざして、純粋なビジネスの理由で海外へ伸

張していく 。しかし、我々は海外へ進出する こと

がスウ ェーデ ンの輸出に利益となる時のみそうす

る。他国の多国籍企業の拡大のパターンは魚網に

たとえられるが、我々の場合はクモの巣に似てい

る。」と語っている。

又、スウェーデンの多国籍企業は企業の利益と

共に国益に対する強い感情を持っていて、他の国

に較べ市場情報の交換など企業聞の協力は盛んで

ある。文、企業はスウェーデン中央銀行 (Riksb-

anken)の同意なしには株を海外の子会社へ移譲

しないし、中央銀行が、その活動に見合うとみな

す以上の利益を海外の子会社ではあげないことに

スウェーデン多国籍企業上位十社海外従業員数

|海 外|総従業l売上品(百万ス
従業員数 員 数ウェーデンクローネ〕

人 % 
1 LM Ericsson 52， 900 62.9 7， 311. 9 
2 SKF 48， 370 79.2 6，851. 4 
3 Electrolux 41， 334 62.7 6，425.4 
4 Stab 25，050 72.1 4，356.0 
5 Volvo 16， 721 26.6 13，691. 9 
6 Sandvik 12， 958 48.1 3，667.3 
7 Atlas Copco 11，906 65.3 3，385.3 
8 Alfa.Laval 11，269 62.6 3，547.8 
9 Asea 8， 395 19.3 7，863.2 
10 Aga 8，311 55.5 2，315.3 

なっている。中央銀行が、海外での事業活動にさ

らに目が届くように、企業は定期的に子会社の利

益、損失、貸借対照表などを報告することになっ

ている。

最後にスウェーデンの多国籍企業の柔軟性に触

れておこう。前述した十大企業の独占状態は続く

かもしれないが、中小の多国籍企業の変化や再生

の程度は速い。産業調査研究所のビノレギッタ・ス

ウェーデンボリィの研究によれば、 1970-74年の

4年聞に 140の海外子会社が作られ、120が閉鎖

されたり売却されたりしている。柔軟性は変化し

つつあるビジネス状況への対応にも明らかであ

る。一つの新しい方向としては外国企業の少数株

保有と長期のマネージメント契約と一緒にknow-

howやパテンス権を売ることである。ニトロ・ノ

ーベノレ社はこの方法で急速に海外へ拡大していっ

た会社の典型である。

ヨーロッパ市場の不況、スウェーデン本国のコ

スト問題などを抱える現在はスウェーデンの多国

籍企業にとっての試練期聞かもしれないが、これ

らの問題も海外拡張をストップさせはしなかっ

た。多国籍企業はスウェーデンの繁栄にとって不

可欠であり続けるだろう。

くスウェーデン=ノルウェ一石油協定〉

このほど、長い間待たれていた石油協定がスウ

ェーデンとノルウェーの間で結ぼれた。協定は大

まかなアウトラインに関することのみで詳細は関

係企業によって決められるとはいえ、これはノノレ

ウェーの北海油田に基いた産業拡大にスウェーデ

ンが参加する重要な第一歩といえる。

協定によれば1980年代初期までには、スウェー

デンの石油の需要量の20%はノノレウェーからの輸

入によって賄われることになるだろう。又、協定

は両国の石油化学工業設備の拡大を必要としてい

るが、具体的な交渉は両国の通産省内に設けられ

た協力委員会で行なわれる。(小山〉
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最近のスウェーデン経済・社会ニュース

スウェーデンの年金計画

今日スワェーデンには合計で 160万人の年金生

活者一一これは全人口の約2割にあたる がお

り、これには身体障害の為に年若くして引退した

人々24万人も含まれると、最近の SwedishInst-

itute発行の“現代のスウェーデン CCurrent

Sweden)"はのべている。

年金生活者のランクは1976年7月 1日に、基本

となる年金の引退年限が67歳から65歳に引き下げ

られた時に15万人もふくれ上った。しかし、これ

に先立つて、多くのホワイトカラー及びブノレーカ

ラーの人々が、特別な集団協定によって65歳又は

それ以下で引退することができた。

昨年導入された主たる改変によって、 60歳から

65歳の聞の約25万人の労働者は、一部年金を受領

できるようになった。この事はつまり、こうした

人々が自己の労働時聞をカットしてこの収入減の

かわりに一部年金を受けることができる事を意味

する。初年度に約3万人の人々がこの計画の利点

を利用したものと推定される。

この基本年金に加えて、平均的なスウェーデン

人は国民補助年金 CATP)もうける権利がある。

これは国民に対してその平均年金の60%をもしそ

の人聞が収入を得て働いた場合に支払うというも

のである。この他に、ホワイト及びブノレーカラー

の人々双方にも、いくつかの他の年金計画がある。

全ての年金は消費者物価指数にリンクしている。

収入の低い年金生活者は、公共の家屋への入居が

容易にできるようになっている。

今日では引退のためのたトレーニングミが特に

強調されており、年金生活者組合 (PRO)が体

育、ゲーム、工芸、ダンス、討論会などの特別な

コースを準備している。

化のうした傷を浄化する方法

脚のかいようとか、えそ性の傷、火傷などとい

ったかぶれやすく化のうした傷を、急いで浄化す

る新しい薬が、このほどフォノレティア (Fortia)

グループの一員であるフアノレマシア社 CPharma-

cia)の手で開発された。

デプリサン (Debrisan)と呼ばれるこの薬は

クロスリンクしたデクストランの三方体の網から

なっており、スカンジナビアと西独、フランスの

約20の大病院で 3年間にわたって臨床テストをう

けた。副作用は全く報告されておらず、禁忌徴候

も知られていない。

傷の浄化についての新しい原理については数年

前に、その当時マノレメ (Malmo)病院のプラス

チック外科部門にいたウノレブ・ノレートマン(Ulf

Rothman)博士の手で発見されていた。博士は

誤って固体状のデクストランを水中におとしたの

である。博士はこの粉末がふくれ上れ一方では

水がす夕、あげられるのを見たのである。ただちに

同博士は同じ部門に属するステン・ヤコプソン

(Sten Jacobsson)博士と共にこの問題につい

て研究を始めた。

傷のひらいたものの従来からの扱い方は、軟こ

うをつけるとか、包帯をまくとかであるが、 ーこれ

等は傷の表面にくっつきがちであり傷を新しくす

るのみならず、はずすときには痛みがともなうし、

また抗生物質を用いると薬κ耐久力のあるバクテ

リアを生み出すことになる。

このデプリサンは乾燥したときには直径が 0.3
ミリまでの大きさの無菌で多孔性のデクストラン

の微粒で、極度な吸湿性をもったものからなりた

っている。この粉末の 2~3 ミリの厚さの層がじ [

めじめした傷口にまかれると、ただちに傷口の分

泌物を吸収し、全てのパクテリア、菌及びただれ

なども吸収する。

このデプリサンの粉末が完全に飽和するとゲノレ

状の粘性のものとなり、普通にやわらかく洗うだ

けで除去でき、新しい層が形成される。このデプ

リサンの取替えは 1日2回行うが、大火傷のよう

なじめじめした傷などの場合には取替えのひん度

を高めることもできる。従来の方法よりもずっと

短かい治療期間の後には、傷は完全に清潔になり、

天然の治ゆや皮ふ植肉なども可能となる。

この新薬を用いて治療を行った約600人の患者

のうち、最も成功した例としては、 23年にわたっ

てあらゆる種類の局所療法によってもなおらなか

った脚部のかいようをもった62歳の老人の例があ

る。このデプリサンを 6日間用いた後に、その傷

はきれいになり、植肉手術を行うことができた。

処方せんがなくとも売ることのできるスウェー

デンとデンマークで入手可能となったこの薬一一

世界中の特許は目下申請中一ーは、この 4月には

英国と西独で発表される。処方が食品薬物庁に登

録されているアメリカではこの秋にマーケティン

グを開始する。他の市場でも紹介が始まろうとし

ている、と同社はのべている。
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スウェーデン産業連盟の首脳者交迭
の理事会の副議長のポストに就くと共に、マノレ

カス・ヴアレンベリィ氏からスウェーデン産業

国際会議(スウェーデン産業連盟とスワェーデ

ン雇用者同盟 (SAF)の合同組織〕の議長を

引き継ぎ、この関連でOECDやEEC方面で

も活躍することとなる。

産業連盟の理事会の議長にはアノレファ・ラパ

社の managingdirectorのハンス・スター

レ氏が決定した。

5月 4日の1977年度総会で、スウェーデン産

業連盟は副会長のラーシュ・ナブセット教授

(ストックホノレム大学〉が会長に昇格すること

を決定した。ナブセット氏は以前にスウェーデ

ン製鉄業者組合の会長を勤め、政府の依頼によ

ってスウェーデンの鉄鋼業に関する広範囲な調

査を行なったことがある。同氏の産業連盟副会

長の就任は1976年 1月であった。

現会長のアクセル・イベロート氏は産業連盟
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『スウェーデンにおける経営組織の革新の紹介』

生活の質〉の改善政策としての性格を強く持って

いる。しかも、本書が強調しているように、職場

と経営組織の改革は、生産性(能率〕向上という

目的と労働者の仕事満足を両立させることのでき

る改革である。今日の先進諸国の企業では、労働

者の欠勤率、離職率、非公認スト、サボタージュ

の増加など企業内の労働規律の低下がみられる

が、労働環境の人間化と労働者参加によって労働

者が仕事に意義を見出し、同時に人と人との心の

ふれ合いの場を持つことによって、労働者の疎外

感が緩和され、能率にとってもプラスになる。し

かし、安易な理論先行の改革は必ずしもそうなら

ない。どんな場合に成功し、どんな場合に失敗し

たのか。職場や経営組織をどう改革することによ

って能率化と人間化というこの二つの目的を効果

的に達成できるのか。こうした問題を知る上で、

本書は貴重な参考になるであろう。

本書の翻訳は、ガデリウス株式会社の厚意によ

って無償提供されたものを、スウェーデン社会研

究所を代表して高須・丸尾両教授が監修したもの

であるが、ここに改めて、スウェーデン社会研究

所として同社のご配慮に対し深い謝意を表すると

ともに、本書が広く有識の皆様に愛読されること

を希望いたします。

スウェーデンは、ノノレウェーとともに労働環境

の人間化政策を提唱して、最初に企業に大規模に

導入した国として知られている。

わが国でも、スウェーデンの自動車産業のボノレ

ボ・カノレマーノレ工場での小集団による半自主管理

方式等はかなり知られるようになっている。しか

し、ボノレボやサーブの実験は、スウェーデンでの

職場改革の一部でしかない。スウェーデンでは、

これまで 500ほどの企業や工場で労働環境ないし

職場組織の改革が行なわれているが、その改革運

動の実態と成果についてはほどんど紹介されてい

fょU、。

今回翻訳されたスウェーデン経営者連盟 (SA

F)編著の『スウェーデンにおける経営組織の革

新 500の実験例から得た結論 ~ (日本能

率協会1977年刊〉は、わが国ではあまり知られて

いないこの改革実験の考え方、実験の実態、実験

結果の成果(成功例と失敗例〉、実験の成否の原

因などを詳しくしかも体系的に調査した貴重な文

献である。

この本でも述べられているように、職場組織の

改革は、かつての生産性向上運動と違い、生産性

の向上と同時にあるいはそれ以上に、職場におけ

る働く人々の満足ないし人間化を目的とした改革

であり、労働環境の人間化あるいはQWL(労働

AB判/3500円/干200
ボノレボ¥サーブなど数百社での実験をもとに、これ
からの経営組織・労働者参加・作業形態のあり方を
具体的に提示した貴重な文献
・本書の主な内容 労働者の参加/職務再設計と現
場の協力/監督の新しい役割/成果による報酬/グ
/レープとその環像など。

日本能率協会
東京都港区芝公園 3-1-22
電 (434)6211・振東京2-112450

いま世界各国の経営者、管理者、労組幹部などに読ま
れているユニークなスウェーデンの実態調査報告書一

スウェーデンにおける

経営組織の革新
500の実験例から得た結論

スウェーデン経営者連盟編著/高賓裕三・
丸尾直美監修/ガデリウス株式会社訳提供/
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